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・⾷⿃検査
・⾷⿃⾁の安全確保

・事業者の⾃主的衛⽣管
理の推進

・営業施設の許可
・監視指導
・⾷中毒事件の調査
・違反苦情処理
・相談対応
・普及啓発

・⾷品の検査
・調査研究

・と畜検査
・⾷⾁の安全確保

・施策の企画・⽴案
・他⾃治体との調整
・⾷中毒対策
・普及啓発

佐賀県健康福祉本部

保健福祉事務所 衛⽣薬業センター⾷⾁衛⽣検査所⽣活衛⽣課

（公財）⾷⿃⾁衛⽣協会 （公社）⾷品衛⽣協会

県組織

県協⼒組織

佐賀県の⾷品衛⽣に関わる組織

2



唐津保健福祉事務所

伊万⾥保健福祉事務所

杵藤保健福祉事務所
（公財）佐賀県⾷⿃⾁衛⽣協会

⾷⾁衛⽣検査所

佐賀中部保健福祉事務所

健康福祉本部⽣活衛⽣課

⿃栖保健福祉事務所衛⽣薬業センター

佐賀県の⾷品衛⽣指導体制
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佐賀県における⾷中毒予防のための取組み

・⾷中毒注意報の発令
・⾷品の収去検査
・各種メディアによる啓発
・ＨＰによる啓発
・⾷品衛⽣⽉間
・夏季・年末⼀⻫取締り（7，8，12⽉）
・講習会 等

実際に⾷中毒が起こったら・・・
・調査などによる原因の究明
・⾷中毒発⽣施設への指導
・⾏政処分
・⾷中毒事件に関連した注意喚起 等
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佐賀県ホームページ「⾷の安全安⼼情報」

5http://www.pref.saga.lg.jp/web/kurashi/_1019/ki‐syoku/_70193.html



全国における⾷中毒発⽣状況（H26）

事件数（976件） 患者数（19,355⼈）

ノロウイルス

カンピロバクターアニサキス

サルモネラ

ブドウ球菌
その他

ノロウイルス

カンピロバクター

サルモネラ
ウェルシュ菌
ブドウ球菌

その他

ノロウイルスによる⾷中毒は事件数及び患者数ともに⾮常に多い
＜⾁の⽣⾷に関係するものでは＞
○腸管出⾎性⼤腸菌による⾷中毒も25件（患者数766⼈）発⽣
○サルモネラ属菌による⾷中毒も35件（患者数440⼈）発⽣
○カンピロバクターによる⾷中毒も306件（患者数1,893⼈）発⽣ 6

（腸管出⾎性⼤腸菌）（腸管出⾎性
⼤腸菌）



佐賀県での⾷中毒発⽣状況
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佐賀県の⾷中毒事件数

年（平成）

事
件
数
︵
件
︶



＜特徴＞

● 動物の腸管内に⽣息し、糞尿を介し⾷品、飲料⽔を汚染
● 少量でも発病する
● 加熱や消毒処理には弱い

＜症状＞

● 感染後1〜10⽇間の潜伏期間
● 初期感冒様症状の後、激しい腹痛と⼤量の新鮮⾎を伴う⾎便
● 発熱は少ない
● 重症では溶⾎性尿毒症症候群を併発し、意識障害や死亡することもある

＜過去の原因⾷品＞

● ⽇本：井⼾⽔、⽜⾁、⽜レバー刺し、ハンバーグ、⽜⾓切りステーキ、⽜タタキ、
ローストビーフ、シカ⾁、サラダ、⾙割れ⼤根、キャベツ、メロン、⽩菜漬け、
⽇本そば、シーフードソースなど

● 海外：ハンバーガー、ローストビーフ、ミートパイ、アルファルファ、レタス、
ホウレンソウ、アップルジュースなど

腸管出⾎性⼤腸菌O157:H7
＜⾷品安全委員会事務局資料＞
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腸管出⾎性⼤腸菌



⾮加熱の⾷⾁

レバー刺し 細切れ⽣⽜⾁

⼦供には
⾷べさせない！

⼤⼈は腹痛・下痢
程度でだが・・・

発酵不⼗分な堆肥

⽤便後の便器、ドアノブには、
下痢便中の⼤腸菌が付着する。
その後に利⽤する⼦供は・・・

調理時の交差汚染

この感染経路を断つのは難しい！
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腸管出⾎性⼤腸菌の感染様式



1996*
1997*
1998
1999
2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009
2010
2011
2012

179
176
15
8
16
24
13
12
18
24
24
25
17
26
27
25
16

14488
5407
182
46
113
378
273
184
70
105
179
928
115
181
358
714
392

8
0
3
0
1
0
9
1
0
0
0
0
0
0
0
7
8

患者数 事故数 患者数 死者数
*病原⼤腸菌腸管出⾎性⼤腸菌⾷中毒

1996年に起きた堺市学校給⾷事故
では、児童・教職員の家族など約9500
⼈が発症し、うち3⼈が死亡した。

2002年に9名の死亡者を出したのは
病院給⾷であり、⾷⾁は使われていな
かった。

毎年、⽜のレバー刺やユッケによる中毒
が多発し、厚⽣労働省から注意喚起が
⾏われてきた。

2011年になって焼⾁チェーン店を原
因とした⼤規模な⾷中毒事件が発⽣し、
死亡者が出たことによりメディアに⼤きく
取り上げられた。

2012年8⽉に、北海道を中⼼とした
複数の⾼齢者施設でO157の患者が
発⽣。その後の調査で、施設以外の
スーパー等でも浅漬けが販売されていた
ことが判明し、最終的に、169⼈が発症
し、うち8⼈が死亡した。 10



H23年10⽉から、⾷品衛⽣法に基づく⽣⾷⽤⾷⾁（⽜⾁）の規格基準及び表⽰基準が設
定され、基準に適合しない⽣⾷⽤⾷⾁（⽜⾁）の提供、販売が禁⽌されました。

規格基準
対象⾷品 ・⽣⾷⽤として販売される⽜の⾷⾁（内臓を除く）

例）ユッケ、⽜刺し、⽜タタキ、タルタルステーキ
内容 成分規格 ・腸内細菌科菌群が陰性

加⼯基準 ・専⽤の設備を備えた衛⽣的な場所で、専⽤の器具を⽤いて加⼯
・「腸管出⾎性⼤腸菌のリスク等について知識を有する者」が加⼯
・衛⽣的に枝⾁から切り出した後、速やかに加熱殺菌

保存基準 ・４℃以下（凍結させたものは－１５℃以下）で保存

調理基準 ・⼀部を除き、加⼯基準を準⽤
・調理を⾏った後、速やかに提供

表⽰基準
飲⾷店等では 「⼀般的に⾷⾁の⽣⾷は、⾷中毒のリスクがある」旨、「⼦供、⾼齢者その他⾷中

毒に対する抵抗⼒の弱い者は⾷⾁の⽣⾷を控えるべき」旨を店頭やメニュー等に
掲⽰

容器包装に⼊れ販売す
る場合には

上記に加えて、「⽣⾷⽤である」旨、「と畜場に関する事項」及び「関係加⼯施設
に関する事項」を表⽰
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⽣⾷⽤⾷⾁（⽜⾁）の規格基準について



⽣⾷⽤⾷⾁（⽜⾁）の加⼯⽅法

凍結させていない
枝⾁から衛⽣的
に切り出す

速やかに容器包装
に⼊れ、密封

表⾯から1cm以上の
深さで60℃2分以上の
条件で加熱殺菌

冷蔵は4℃以下
冷凍は-15℃以下

4℃以下に
冷却
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⽣⾷⽤⾷⾁（⽜⾁）の規格基準を受けて
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「佐賀県⽣⾷⽤⾷⾁に関する指導要綱」の概要
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○「⽣⾷⽤⾷⾁取扱施設届出書」（届出書）の提出
営業施設の所在地を所管する保健福祉事務所に提出する。

○「⽣⾷⽤⾷⾁取扱施設の届出確認済証」（確認済証）の交付
届出書の内容について保健福祉事務所が施設の⽴⼊調査を⾏い、新基準に適合している施設
には、「確認済証」を交付する。

○「確認済証」の掲⽰
消費者へ適切な情報提供をするため「確認済証」は営業施設内の⾒やすい場所に掲⽰する。

○消費者への情報提供
飲⾷店や⾷⾁販売店で⽣⾷⽤⾷⾁を提供する場合には、⼦ども、⾼齢者などの抵抗⼒の弱い
⽅への提供を控えること。
メニューなどに下記を表⽰し、注意喚起を⾏うこと。
・ ⼀般的に⾷⾁の⽣⾷は、⾷中毒のリスクがある旨
・ ⼦ども、⾼齢者その他⾷中毒に対する抵抗⼒の弱い者は、⾷⾁の⽣⾷を控える旨

○⽣⾷⽤⾷⾁取扱者の認定
⽣⾷⽤⾷⾁の取扱者は、国の規格基準に定める者⼜は知事が実施する認定講習会を受講し、
必要な知識を取得した者である必要があること。
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⾷⾁等の⽣⾷に関する取組みについて（まとめ）
【⽣⾷⽤⾷⾁（⽜⾁）及び⽜肝臓の規制について】
●⽣⾷⽤の⽜及び⾺の⾷⾁と肝臓については、平成１０年に衛⽣基準⽬標（ガイドライン）を定
め、都道府県を通じ、夏期⼀⻫取締りなどの機会において指導を⾏うとともに、政府広報等を通じ
て⾷⾁の⽣⾷を控えるよう周知を図ってきたが、平成２３年４⽉に飲⾷チェーン店でのユッケによる
⾷中毒事件が発⽣し、５⼈の死亡者と多数の重症者が出たことから、⽣⾷⽤⾷⾁（⽜⾁）につ
いては、同年１０⽉、⾷品衛⽣法に基づく規格基準を策定。

●また、⽜の肝臓については、⽜肝臓の内部から腸管出⾎性⼤腸菌が検出されたことから、業界団
体からの意⾒聴取を⾏いつつ、⾷中毒を防ぐ⽅法がないかという観点からも検討した上で、平成２
４年７⽉、⽣⾷⽤としての販売を禁⽌。

【豚の⽣⾷⽤としての提供の規制について】
●⽣⾷⽤⾷⾁（⽜⾁）及び⽜肝臓に関する規格基準の策定後、今まで⽣⾷⽤として提供されて
いなかった⾷⾁等（豚肝臓等）が提供されるようになった実態があること、Ｅ型肝炎ウイルスが豚
の⾎液やレバーから検出されていることから、平成２７年６⽉、⽣⾷⽤としての販売を禁⽌。

【野⽣⿃獣（イノシシ、シカ等）の衛⽣対策について】
●野⽣⿃獣の⾷利⽤に係る流通実態等に関して幅広く把握するとともに、それを踏まえて関係事業
者や関係団体による衛⽣管理のための取組、⾏政機関による監視指導等の参考となる安全性
確保のための取組について、平成２７年１１⽉、「野⽣⿃獣⾁の衛⽣管理に関する指針（ガイ
ドライン）」を策定し、⼗分な加熱を⾏うことが必須であることを周知・徹底。


